
1 はじめに 

東海北陸自動車道飛騨トンネルでは，工程短縮，

コスト縮減および品質向上を目的として，二次覆工

を省略したプレキャスト部材であるRCライナーを一

部の区間で適用した。このRCライナーは，二次覆工

構造部材の一部であるため，トンネル火災時の耐火

性が求められた。ここでいう耐火性とは，RABT加熱

曲線（加熱 60 分）（図－1）1）にしたがった加熱を受

けた時に，RCライナーの主筋温度，および隣り合う

RCライナーを接合するボルトの受熱温度が 350℃を

上回らないことである。最近，日本でトンネル火災

によるコンクリートの損傷を考慮する場合に用いら

れることが多く，飛騨トンネルにおいても加熱曲線

として採用した。鋼材の受熱温度の上限を 350℃と

したのは，受熱温度 350℃までの鋼材引張り強さの

低下2）が，設計上許容できる範囲内であること，お

よび加熱冷却後の鋼材引張り強さが，加熱される前

の引張り強さまで，ほぼ回復2）することから定めた

ものである。 

火災時のRCライナーの主筋受熱温度が 350℃を上

回らないためには，RCライナーの内空側表面に，耐

火板3）や耐火吹付け4）などの耐火層を設ける方法や，

RCライナーのかぶりコンクリートを耐火層とする方

法がある。飛騨トンネルでは，工期短縮を主要な目

的としてRCライナーを採用した経緯から，施工工程

が短縮できる後者を採用した。この場合，RCライナ

ーのかぶりコンクリートは，火災時の爆裂により剥

離してはならない。そのため，火災時の受熱による

コンクリートの爆裂を抑止する方法としては，近年，

建築分野で用いられている，コンクリートに有機繊

維を混入する方法5）を採用した。ただし，図－1 に

示すとおり，トンネル火災時の温度上昇を想定した

RABT加熱曲線（加熱 60 分）の方が，建築分野のコン

クリートの耐火性検討に用いられているISO加熱曲

線よりも温度上昇速度が速いため，より爆裂を生じ

やすいと考えられた6）。そのため，有機繊維を混入

したRCライナーコンクリートが，RABT加熱曲線（加

熱 60 分）にしたがう加熱を受けた場合でも，耐火性

を有していることが必要であった。 

RC ライナーの耐火性に要求されるもうひとつの

項目に，隣り合う RC ライナーを接合するボルトの受

熱温度が，350℃を上回らないことがある。このため，

ボルトを収納しているボルトボックスに，耐火性を

有する材料を充てんしてボルトを保護することとし

た。この充てん材料は RC ライナーコンクリートと同

様に，RABT 加熱曲線（60 分加熱）にしたがう加熱を

受けた場合でも爆裂せずに，ボルトの受熱温度を

350℃以下に保つことが必要であった。 

さらに，今回採用した RC ライナーの耐火仕様で

は，主筋温度が 350℃を上回らない範囲での，かぶ

りコンクリートの受熱による劣化を許容しているた

め，供用開始後に実際にトンネル火災が発生した場

合に，RC ライナーコンクリートの損傷範囲と損傷程

度を把握する方法が必要とされた。 

以上に述べた，飛騨トンネル RC ライナーの耐火

性に関連する技術的課題を，具体的な項目として示

すと，以下に整理できる。 

1)RABT 加熱曲線（加熱 60 分）にしたがう加熱を

受けた場合に，かぶりコンクリートが爆裂しな
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図－1 標準加熱曲線 



い有機繊維混入量を明らかにし，そのときに主

筋の受熱温度が 350℃以下となるようにかぶり

を設定すること。 

2)隣り合う RC ライナーを接続するボルトの受熱

温度が 350℃以下となるように，ボルトボック

スに充てんする材料が耐火性を有しているこ

と。 

本論文では，これらの技術的課題の中でボルトボ

ックス充てん材の耐火性実験，および受熱後コンク

リートの火害診断により検討し，得られた知見を以

下に述べる。 

 

2 二次覆工省略型 RC ﾗｲﾅｰ設計 

2.1 部材耐力の検討の背景 

対象とする火災温度時間曲線は RABT 曲線加熱（60

分）とし、火災規模が構造物の耐用期間内に発生す

る確率の小さい、極めて大規模な火災であることよ

り、火災時の RC ライナーの終局耐力が、設計断面力

以上であることを確認する。 

 

2.2 飛騨トンネル覆工の耐火機能の考え方 

RC ライナーの耐火方式は、吹付け式耐火被覆方式、

耐火板方式、爆裂抑制型セグメント方式、が候補と

なる。本工事は、都市部のシールドトンネルとは異

なり岩盤中の山岳トンネルであることを考慮すると、

シールドトンネルで適用されている耐火構造と同等

の性能までは必要ないと考えられ、実証試験結果及

び経済性を勘案して有機繊維混入コンクリートを用

いた爆裂抑制型セグメント方式とした。 

言わば、「火災時にトンネルが建築限界に影響のな

い変形で保持されるならば、事後の補修も可能であ

る。」という考え方に基づいた耐火性能とした。 

 

 

図-2 加熱試験体コンクリート内部の最高履歴温度 

 

図-3 断面の受熱状態と評価断面モデル 

 

図-4 爆裂抑止型ライナー構造断面図案 

 

（1）部材耐力の検討 

火災時には RC ライナーが直接火炎に曝され、有

機繊維混入コンクリートとすることで爆裂抑制する

ことができるが、コンクリートや鉄筋が高温になる

ことによって耐力が低下する。ここでは、火災時の

構造安定性について考察する。 

火災中の耐力計算は「国土交通省住宅局建築指導

課：2001 年版耐火性能検証法及び計算例とその解

説」に記載されている以下の考え方に基づいて実施

した。 

①受熱温度が 500℃以下のコンクリートの圧縮強度

は、強度を設計基準強度の 2/3 とする。 

②受熱温度が 500℃を超えるコンクリートの圧縮強
度は、強度を零とし、断面計算に考慮しない。 
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③受熱温度が 500℃を超える部分を熱劣化深さとし
定義し、残存曲げ耐力を熱劣化深さがかぶり厚さに

達した時点で常温の半分、劣化深さがかぶり厚さの

2倍に達した時点で零とする。 

表－1 ボルトボックス充てん材の種類 

材料 材料A 材料B 材料C

種類 軽量モルタル

有機繊維の種類

有機繊維の量（kg/m
3
） 1.82 2.4 2.4

配合（粉体：水） 25：4.63 25：3.75 25：3.20

ポリマーセメントモルタル

ポリプロピレン

RABT 曲線で加熱されたコンクリート内部の温度

分布は図-2 のようになる。これは 800mm×800mm×

300mmの有機繊維混入コンクリート試験体をRABT曲

線に従って加熱した実験結果（5 体の平均値）であ

る。 

 表-2 供試体の配合 

水
Ｗ

ｾﾒﾝﾄ
Ｃ

細骨材
Ｓ

粗骨材
Ｇ

混和剤
Ａｄ
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ＰＰ

20 16±2.5
2.5
以下

36.5 52.0 177 485 878 826
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(1.0%)

1.5
or

1.2

細骨
材率

(%)

単位量(kg/m
3
)粗骨材

の最大

寸法

(mm)

ｽﾗﾝﾌ゚
(cm)

空気量
の範囲

(%)

水ｾﾒﾝﾄ
比

(%)
この結果から、図-3 および図-4 のモデルを設定

し、火災時の終局耐力は以下の条件で算定した。 

・有効断面高さ：260mm 

・コンクリート強度：f'c＝2/3･f'ck＝2/3×42＝

28N/mm2

・鉄筋降伏強度残存比：受熱温度が約 300℃である

ことから 0.8 とする。 

・安全係数：材料係数γc＝1.3、部材係数γb＝1.15 

 

図-5 に、常時の許容応力度相当の MN カーブと火

災時の終局耐力 MN カーブを示す。火災時の断面欠損

や受熱による一時的な強度低下を考慮した終局耐力

MN カーブの方が常時の許容応力度相当 MN カーブよ

り大きいことがわかる。従って、大規模火災を受け

たとしても、爆裂を抑止することにより覆工内部の

温度上昇が抑えられ、一時的に断面耐力が低下する

もののトンネル覆工の構造安定性は確保されるとい

える。 

 

３ ボルトボックス充てん材の耐火性実験 

３.1 実験内容 

(1)供試体 

ボルトボックス充てん材は，3 種類を選定した。

表－1にボルトボックス充てん材を示す。表-2 にベ

ースとなる RC ライナーコンクリートの配合を示す。 

材料 A は軽量骨材を使用した軽量モルタルにポリ

プロピレン繊維を混入したもの，材料 Bおよび材料

C はポリマーセメントモルタルにポリプロピレン繊

維を混入したものである。材料 Aは，この実験のた

めに調整・製造した材料で，材料 Bおよび材料 Cは，

市販のポリマーセメントモルタルをベースとしたも

のである。 

図－6 に供試体の形状・寸法を示す。供試体中央

部にRCライナーで使用するものと同じボルトボック

スを埋設し，ボルトを装着したものである。温度計

測のための熱電対は，深さ方向に 7ヶ所（加熱面か

らの深さ 0，60，108，155，190，220， 300mmで，

このうち 190，220，300mmはコンクリート内，それ

以外はボルトボックス内の位置）に設置した。なお，

ボルトボックス内の最もかぶりの小さな鋼材位置は，

加熱面から深さ 60mmの位置である。コンクリートの

配合と使用材料は使用するRCライナーと同一で，ポ

リプロピレン繊維を 1.5kg/m3混入したものである。 

(2)実験方法 

供試体の加熱は，RC ライナーコンクリートの耐火

性実験の供試体と同時に行ったため，図-1 の方法と

同じである。ただし，ボルトボックス内の充てんモ

ルタルには，実構造物においても圧縮力は作用しな

いと考えられるため，PC 鋼棒による圧縮力導入は行

わなかった。 

図-5常時許容応力度MN ｶｰﾌﾞﾞと火災時終局耐力の比較

（3）測定項目 

充てんモルタルの圧縮強度と含水率は，加熱供試

体と同時に製作し，同一の現場封かん養生を行った

φ50×100mm の円柱供試体で測定した。加熱実験時
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図－7 ボルトボックス供試体の形状・寸法 

 

には，図－7 に示した熱電対取り付け深さの温度の

経時変化と，爆裂発生の有無を確認した。また，加

熱冷却後に供試体表面の損傷程度を目視で確認し，

爆裂が生じている場合には断面欠損深さを測定した。 

 

4.ボルトボックス充填材の耐火試験 

表-4 にボルトボックス充填材の種類別圧縮強度、

含水率を示す。耐火試験時のボルトボックス充填材

材齢は 39 日であった。 

表－４ ボルトボックス充填材の圧縮強度と含水率

（耐火試験時） 

圧縮強度(N/mm2) 
試験体名 

充填材

の種類 データ 平均 

含水率

(wt%) 

継手部① Ａ材 37.3 35.8 30.7 34.6 11.29 

継手部② Ｂ材 61.1 62.7 64.2 62.7 6.45 

継手部③ Ｃ材 79.0 79.0 74.4 77.5 7.11 

 

 試験体は多目的炉の上に設置した蓋治具の上に設

置した。試験体の加熱範囲は、試験体加熱面中央部

の 550mm×550mm とし、RABT 曲線（60 分）に準拠し

て加熱した。 

 実際の RC ライナーに使用する材料を用いて、試験

体の中央部に継手を配置した 2分割型試験体を用意

し、ボルトボックスにモルタルを充填した。 

加熱後、充填したモルタルの状態を観察し、継手

部保護効果の確認を行う。 

写真-1 試験体設置の様子 

 

５． 実験結果 

(1)充てんモルタルの物性値 

表-4 に充てんモルタルの圧縮強度の経時変化を

示す。加熱実験時の含水率は，材料 A が 11.29％，

材料 Bが 6.45％，材料 Cが 7.11％であった。 

(2)供試体内部温度分布 

図－8～図－10 に供試体内部の温度履歴を示す。

また，図－11 に測定深さごとの最高温度を示す。図

－8の材料 Aと図－10の材料 Cは，加熱面（深さ 0mm）

の温度が一旦上昇したのちに，急激に低下し，しば

らくして再び急激に温度上昇する現象が見られた。

これは，モルタル中の有機繊維が溶融し，水が蒸気

として失われたためと思われる。一方，図－10 の材

料 B は，次の外観状況で示すとおり，一部に爆裂が

生じたため，加熱面（深さ 0mm）の温度は，炉内温

度とほぼ同じ，1200℃に加熱開始直後から達してい

る。ただし，図－11 に示すとおり，モルタル内部の

継手金物（深さ 60mm）の位置の温度は，3種類のモ

ルタル共に 350℃以下に保持できていた。 

(3)外観状況 

写真－2～写真－4 に加熱後供試体の表面状況を
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 図-8 試験体内部温度と時間の関係（継手部①） 
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 図-9 試験体内部温度と時間の関係（継手部②） 写真-2 加熱前後の様子（継手部①） 

写

写真-4 加熱前後の様子（継手部③） 

 

ス内部の鋼材に対する耐火性が確保できることが確

かめられた。また，この 2種類のモルタルは，加熱

時にモルタル内部の水が水蒸気として失われること

により，加熱面の温度が一定時間の間 100℃を保持

する現象が見られた。 

 

６. 加熱後供試体の力学特性等 

表-5 に加熱後供試体における力学評価の測定項

目を示す。測定は、加熱後供試体に対して、各試験
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 図-10 試験体内部温度と時間の関係（継手部③） 
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③） 

示す。写真－2の材料 Bは，加熱開始直後に爆裂を 

生じ，加熱後に測定した最大断面欠損深さは 40mm 

であった。 

 

(4)充てん材耐火性実験結果のまとめ 

3 種類のモルタルをボルトボックスに充てんし，

RABT 加熱曲線（加熱 60 分）にしたがい加熱した結

果，材料 Aと材料 Cに爆裂が生じず，ボルトボック 

真-3 加熱前後の様子（継手部②） 
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1）表面観察 

③は充 ル あ 加

時に爆裂が生じた継手部②は、爆裂が か

継

る

んモ に

いこ

2）打音

損傷が見られた

検査の対象から除外した。 

3）

イナーとも

硬度は低下している。 

4 度

図-12～図- は充てんモルタルにおける深さ

度の分布で モル

はボルトボックスに充てんしたものから採取し

深さは最大 150m 度 。また

充てんモ タ については、 ていな

コアの寸法効果による圧縮強度の見

か

は

13 供試体③φ30×300mm 小径コア圧縮強度 

けの増加は小さいと思われるため、寸法効果に

対する補正は行わない。継手部①の加熱後小径コ

アの圧縮強度は、表面から深さ 150mm程度までほ

ぼ一定で、初期強度 34.6N/mm

を行った。打音確認と反発硬度測定については加熱

前にも行い、加熱後との比較を行った。 

小径コアによる測定は、圧縮強度、残存繊維確認、

中性化深さ、密度（気乾密度・絶乾密度）、引張強度、

ビッカース硬さについて行った。小径コアは、試験

項目ごとにφ24、φ30、φ50mm の径で長さ 300mm（ビ

カース硬さのみ長さ 100mm）のコアを採取し、深

さ方向に所定の寸法に切断して各測定に供した。 

ビッカース硬さは、菱形の先端形状をした針を一

定荷重で測定対象に載荷し、そのとき発生

の面積から測定対象の硬さを測定するものである。

ここでは、コンクリートの深さ方向へビッカース硬

さを測定するが、モルタル部分を目視により確認し

このひび割れ画像は、加熱後供試体表面のデジ

タル画像からウェーブレット解析によりひび割

れを抽出したものである。また、表-6 にひび割れ

画像からひび割れ幅 0.1mm ごとのひび割れ長さを

示す。 

ひび割れ長さ(mm) 

手部①、③に比べひび割れ密度が高いことがわか

。また、爆裂が生じなかった継手部①、③の充て

ルタルは RC ﾗｲﾅｰ 比べひび割れの発生が少な

とも定量的に確かめられた。 

 

打音確認は加熱前に比べ、継手部①、③の充てん

モルタルでは、加熱後にも浮きは認められなかった

が、加熱前に比べて金属音的な高い音で高温に熱せ

られたことから石英分がガラスしたためと考えられ

る。継手部②は加熱後に爆裂による

継手部①～ てんモ タルで るが、 熱 

生じな った

ため、打音

反発硬度 

表-7 に加熱前後のシュミットハンマーによる

反発硬度の測定結果を示す。反発硬度は、加熱前

後に測定した。ただし、加熱後に爆裂の見られた

供継手部②については測定の対象から除外した。 

加熱により、充てんモルタル、RC ラ

に表面の反発

）圧縮強  

13

方向への圧縮強 ある。充てん タル

たため、 m程 までである 、

ル ル 粗骨材が入っ

いため、小径

2の 50％程度となっ

た。一方、継手部③の加熱後小径コアの圧縮強度

、表面から深さ 50mm程度までまでの低下が比較

的大きく、それより深い位置から深さ 150mm程度

まではほぼ一定で、初期強度 77.5N/mm2の 70％程

     供試体 No     

ひび割れ幅(mm) 継手部① 継手部② 継手部③ RC ﾗｲﾅｰ

～0.1 36,958 43,951 34,937 45170.7

0.1～0.2 4,202 5,287 4,176 4772.4 

0.2～0.3 969 1,186 945 998.9 

0.3～0.4 24 35 27 22.5 

0.4～0.5 11 17 13 9.2 

0.5～ 0 1 0 0 

ひび割れ長さ合計(mm) 42,164 50,477 40,098 50973.7

ひび割れ密度 m/㎡ 117 140 111 142 

反発硬度 供試体

No. 加熱前 平均 加熱後 平均 

34 33 39 15 17 16

－ － － 20 22 21継手

22

部①

－ － －

35.3 

18 24 

19.4

36 42 36

－ － －継手部② 38 
爆裂のため測

定不可 
－ 

－ － －

41 41 42 24 28 28

－ － － 34 3232 継手部③

－ － －

41

30 30

30.2.3 

34 

測定項目 測定方法 測定数量

表面観察
デジタルカメラによる撮影とひび割れ密度
の解析

打音 打音検査ハンマーによる確認

反発硬度 シュミットハンマーによる測定
供試体No.1、No.2 各25点
供試体No.3、No.5 各9点

圧縮強度
φ30×30mm、φ24mm×25mmの小径コアを深
さ方向に採取して圧縮強度を測定

残存繊維確認

中性化深さ
残存繊維確認後のφ30×30mmのコア割裂面
でフェノールフタレインにより測定

密度
圧縮強度、引張強度測定後のコアで気乾密
度と絶乾密度を測定

引張強度
φ50×35mmの小径コアを深さ方向に採取し
て割裂引張強度を測定

ビッカース硬さ
φ50×100mmの小径コアを採取し、加熱面か
ら内部方向にビッカース硬さを測定

供試体No.1～No.6

表-4.2に示す数量

圧縮強度測定後のφ30×30mmのコア割裂面
でマイクロスコープにより観察

表-5 加熱後供試体における測定項目 

表-6   ひび割れ長さ分布 
表-7 シュミットハンマーによる反発硬度の測定結果
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5）残存繊維確認 

では深さ れらの

深さの受熱温度は 200℃をやや下回る温度であり、

たコ クリ ト ル が ポ

融 度と れ 85 と ぼ一

表- の 視確 結果

観察深さ 

度となった。 

表-8 に有機繊維の残存が確認された深さを示す。

残存繊維の観察は、所定の深さごとに切断した小径

コアを割裂し、その断面を拡大鏡により目視観察し、

ポリプロピレン繊維の有無を確かめた。その結果、

充てんモルタルの継手部①では深さ 83mm、継手部③

90mm で繊維の残存が確認された。こ

維を混入し ン ー やモ タル 加熱 リプ

ロピレンの 解温 さ る 1 ℃程度 ほ 致 

8 有機繊維 目 認  

供試体 No. 
0 30 60 90 120 150 

継手部① 無 無 無 有 有 有 

継手部② 無 無 無 無 無 無 

継手部③ 無 無 無 有 有 有 

する。これらのことから、ポリプロピレン繊維を混

入したコンクリートやモルタルが加熱した場合に、

コンクリート内部の繊維残存深さを確認することに

より、受熱温度が 200℃程度を上回った範囲を確認

することができると思われる。 

6）中性化深さ 

表-9 に中性化深さの測定値を示す。中性化深さは、

充て

んモ

ルタ

ルの

継手

部①

、継 ③ 9 あ 。 にセ

この理由として、

（60 分加熱）における、加熱開始

か

供試体 No. 中性化深さ(mm) 

は 12.9mm 手部 は 5. mm で った 一般 メ

ント系材料は、受熱温度 500℃程度で水酸化カルシ

ウムが酸化カルシウムと水に分解して中性化を示す

とされている。巻末参考資料によれば、受熱温度

500℃に達した深さは、40mm 程度と考えられ、実際

の中性化深さとの違いが大きい。

ＲＡＢＴ加熱曲線

ら5分間で1200℃に達するような急激な温度上昇

では、受熱温度が 500℃に達しても全ての水酸化カ

ルシウムが反応できないためではないかと考えられ

る。 

表-9 加熱後小径コアの中性化深さ 

継手部① 12.9 

継手部② 5.9 

継手部③ 7.7 

 

7）密度 

図-15～図-16 に加熱後小径コアによる気

度の測定結果を示す。気乾密度は、圧縮強度

定した後のφ30mm のコアと、引張強度を測定した

後のφ50mm のコアで、強度を測定した後の気乾状

態で測定した。また、図-17～図-18 に加熱後小径

乾密

を測

コアによる絶乾密度の測定結果を示す。絶乾密度

は、気乾密度を測定したφ30mm、φ50mm のコアに

対して、110℃乾燥炉に 2 日間静置した後に測定

した。 

図-5.5　供試体No.3φ30-L30ｍｍ小径コア圧縮強度
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2

図－1６ 供試体③φ30×300mm 小径コア気乾密度

図

図－14 供試体①φ30×300mm 小径コア圧縮強度 

図-5.7　供試体No.5φ30-L30ｍｍ小径コア圧縮強度
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図-5.19　供試体No.3φ30-L30ｍｍ小径コア気乾密度
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図－15 供試体①φ30×300mm 小径コア気乾  密度



図-5.33　供試体No.5小径コアビッカース硬さ

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

0 20 40 60 80 100 120 140 160

加熱表面からの深さ（ｍｍ）

ビ
ッ
カ
ー
ス
硬
さ
（
H
v
3
0
）

No

深さ方向への密度の分布は、気乾密度と絶乾

度でほぼ同じ傾向を示している。また、小径コ

による圧縮強度の分布とも同じような傾向を

しているが、深さ方向への受熱温度の違いによ

密

ア

示

る

8）

に加熱後小径コアによる割裂引張強度の

測

影響は、圧縮強度ほど明確には現れていないよう

である。 

引張強度 

図-19

定結果を示す。加熱表面から深さ 70mm 程度ま

での引張強度が低下していることがわかるが、コ

ンクリート内部では引張強度のばらつきも大き

い。これは、割裂引張強度が粗骨材の分布状態の

影響を受けるためと思われる。 

 

図-5.29　供試体No.6φ50-L35ｍｍ小径コア引張縮強度
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9）ビッカース硬さ 

図-20、図-21 は充てんモルタルの供試体 No.3、

No.5 に対するビッカース硬さの測定結果である。

これら図中の赤い太線は、同様にビッカース硬さ

の下限値包絡線を示すものであるが、コンクリー

トの場合と異なり、深くなるのに伴いビッカース

硬さの下限値が大きくなる傾向が見られない。こ

れは、深さ方向にほぼ一定の圧縮強度や密度であ

るためと考えられる。 

 

７．各測定方法の火害損傷度評価への適用性 

表 6-13 に各測定方法の火害評価損傷度評価への適

.5-1

No.5-2

図-5.32　供試体No.3小径コアビッカース硬さ
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図－20 供試体①小径コアビッカース硬さ 

図-5.21　供試体No.5φ30-L30ｍｍ小径コア気乾密度
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図-5.26　供試体No.3φ24-L25ｍｍ小径コア絶乾密度
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図-5.27　供試体No.5φ24-L25ｍｍ小径コア絶乾密度
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－16 供試体③φ30×300mm 小径コア気乾密度 

図－18 供試体③φ30×300mm 小径コア絶乾密度 

図－

図－16 供試体③φ50×300mm コア引張強度 

17 供試体①φ30×300mm 小径コア絶乾密度 
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用性

え

音

ま

 

効であると思われる。 

実際の火災後の損傷評価には、ここで挙げた測定項

目から、火災の規模に応じて必要と考えられる項目

を選択して実施し、それらの測定結果を総合的に判

断することで、火害の程度と範囲を評価できると考

えられる。 
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火害評価への適用性 長所 短所

察 ○
ひび割れ密度分布による劣化程度ひび割れ密度分布の解

音 ◎
平面的な劣化の範囲を簡易的に知
ることができる。

火害コンクリートの表面を傷め、
コア採取に配慮を要する。

反発硬度 ◎
平面的な劣化の範囲を定量的に知
ることができる。

火害コンクリートの表面を傷め、
コア採取に配慮を要する。

度 ○
深さ方向への圧縮強度の分布を直
接把握できる。

小径コアの採取、整形に手間と時
間を要する。

認 ○
200℃程度の受熱温度範囲を知るこ
とができる。

繊維の目視確認に手間と時間を要
残存繊維確

する。

中性化深さ △
500℃以上の受熱温度範囲を知るこ
とができる。

RABT加熱では中性化先端の受熱温
度が500℃とはならない。

密度 △
圧縮強度の低下傾向を間接的に知
ることができる。

体積の測定に手間と時間を要す
る。

引張強度 △
深さ方向への引張強度の分布を直
接把握できる。

引張強度の測定値のばらつきがや
や大きい。

ビッカース硬さ △
深さ方向へのコンクリートの硬さ

測定値のばらつきがやや大きい。

◎：適用

○：適用

△：適用性可能

×：適用

の変化を直接把握できる。

性極めて良好

性良好

性不可
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